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１．計画策定の経緯 
 

計画策定の経緯 

（令和 4 年度） 

5 月 在宅介護実態調査 

11 月 高齢者の保健・福祉に関する調査 

1 月 介護保険サービス利用状況調査 

2 月 介護保険サービス事業者調査 

（令和 5 年度） 

6 月 
第 1 回 計画策定委員会 

･計画骨子案の検討 

8 月 
第 2 回 計画策定委員会 

･計画 1 次案の検討 

10 月 
第 3 回 計画策定委員会 

・計画中間案（素案）の検討 

11 月 パブリックコメント（市民意見公募）の実施 

12 月 
12 月市議会定例会 

・計画素案の報告 

2 月 
第 4 回 計画策定委員会 

・計画最終案の検討 

3 月 
2 月市議会定例会 

・計画最終案の報告 
・介護保険条例の一部改正 

計画の策定 
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２．藤沢市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 
策定委員会設置要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第 20 条の 8 に規定する市町

村老人福祉計画（以下「高齢者保健福祉計画」という。）及び介護保険法（平成 9 年法

律第 123 号）第 117 条に規定する市町村介護保険事業計画（以下「介護保険事業計画」

という。）を策定（改定）するため、藤沢市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策

定委員会（以下「計画策定委員会」という。）を設置し、その組織及び運営について必

要な事項を定めることを目的とする。 
 

（所掌事務） 

第２条 計画策定委員会は、次の各号に掲げる事項について審議する。 

（１）高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画の策定（改定）に関すること。 

（２）前号に掲げるもののほか、市長が審議する必要があると認めた事項 
 

（組織） 

第３条 計画策定委員会の委員は、15 人以内とする。 

 

（委員） 

第４条 委員は、原則として藤沢市高齢者施策検討委員会及び藤沢市介護保険運営協議会

の委員のうちから、市長が委嘱する。 
 

（委員の任期） 

第５条 委員の任期は、計画を策定（改定）する年度の最初に開催される計画策定委員会

の日から、その日の属する年度の末日までとする。ただし、補欠の委員の任期は前任者

の残任期間とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、委員の任期は、高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画

の策定（改定）が終了した日に満了するものとする。 
 

（委員長及び副委員長） 

第６条 計画策定委員会には、委員長及び副委員長を各 1 人置き、委員の互選によりこれ

を定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、計画策定委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

 

（招集） 

第７条 計画策定委員会は、市長の要請に基づき、委員長が招集する。 
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２ 計画策定委員会は、半数以上の委員の出席がなければ、会議を開催し、議決すること

ができない。 
 

３ 計画策定委員会の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、

委員長の決するところによる。 
 

（意見の聴取） 

第８条 計画策定委員会は、会議の運営上必要があると認めたときは、委員以外の者を会

議に出席させて説明又は意見を聞くことができる。 
 

（結果の報告） 

第９条 委員長は、会議が終了したときは、速やかに会議の結果を市長に報告しなければ

ならない。 
 

（秘密の保持） 

第１０条 委員は計画策定委員会の中で知ることができた個人の情報その他秘密にすべき

事項を漏らしてはならない。委員を退いた後も同様とする。 
 

（報酬） 

第１１条 計画策定委員会の委員の報酬は、藤沢市非常勤職員の報酬等に関する条例（昭

和 31 年条例第 36 号）に定めるところによる。 
 

（庶務） 

第１２条 計画策定委員会の庶務は、福祉部介護保険課及び高齢者支援課において処理す

る。 
 

（委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、議事の手続その他計画策定委員会の運営につい

て必要な事項は、委員長が委員会に諮って定める。 

 

 附 則 

この要綱は、平成 23 年 4 月 1 日から施行する｡ 

 

  附 則 

 この要綱は、平成 26 年 4 月 1 日から施行する｡ 

 

  附 則 

 この要綱は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

 

  附 則 

 この要綱は、令和 5年 1月 31 日から施行する。  
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３．藤沢市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 
策定委員会委員名簿 

任期：2023 年（令和 5 年）6 月 17 日～2024 年（令和 6 年）3 月 31 日 

№ 区 分 氏 名 選 出 母 体 

1 委 員 長 木 原  明 子 藤沢市医師会 

2 副委員長 榎 本  雅 宏 藤沢市歯科医師会 

3  後 藤  君 代 藤沢市薬剤師会 

4  大 野  貞 彦 藤沢市老人クラブ連合会 

5  佐藤 眞知子 鵠沼東地区民生委員児童委員協議会 

6  平 井  護 藤沢市社会福祉協議会 

7  川 島  達 郎 藤沢市特別養護老人ホーム設置法人代表者会 

8  清 水  聖 子 藤沢市地域包括支援センター連絡協議会 

9  鈴木 伸太郎 
神奈川県高齢者福祉施設協議会藤沢地区 
福祉施設連絡会 

10  中 嶋  利 浩 藤沢市介護保険事業所連絡会 

11  中 村  操 藤沢市居宅介護支援事業所連絡会 

12  猪 狩  一 八 藤沢市グループホーム連絡会 

13  小 熊  祐 子 学識経験者 

14  河 瀬  葉 子 公募市民 

15  清 水  英 夫 公募市民 
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４．パブリックコメント（市民意見公募）において提出され
た意見・提案 

 

本計画の素案に関するパブリックコメント（市民意見公募）を実施した際に提出された意

見・提案と、それに対する市の考え方については、次のとおりです。 
 

【実 施 期 間】 2023 年（令和 5年）11 月 13 日～12 月 12 日 

【実施結果の公表】 2024 年（令和 6年） 1 月 25 日～ 2 月 26 日 

 

※ 意見・提案及び市の考え方については、パブリックコメントの実施結果として公表したも

のです。 

※ いただいた意見・提案は、類型化し回答しています。 

※ 意見・提案の趣旨を損なわない程度に、表記を変えている場合があります。 
 

項目 件数 類型化したご意見 市の考え方 

①介護保険 

事業所の整備 

1 

現状、数字上の待機者はいるが、とりあ

えずの申し込みで、既に他所へ入所、医療

異存が高く特養では必要なサービスが提供

できない方などを除くと、実質待機者はほ

ぼなく、過剰供給になっていると感じる。 

特別養護老人ホームの整備につきまし

ては、入所待機者を対象としたアンケート

の結果等から、入所待機者全ての方が、す

ぐに入所を希望している状況ではないも

のと認識しており、有料老人ホーム等多様

な住まいの整備状況や、介護人材不足など

にも鑑みる中で、在宅サービスとのバラン

スも踏まえ計画的に整備していきます。 

②介護人材の

確保 

1 

介護人材の募集をしても集まらず、紹介

会社経由となることが多いが、紹介料が非

常に高いため、紹介料の上限を国が定める

など、抜本的な政策ができるよう市として

働きかけを行ってほしい。 

職業紹介事業所の紹介手数料の適正化

と優良な職業紹介事業者の円滑な利用を

図るため、これまで国において、適正な職

業紹介事業者の基準の制定や、適正な事業

者を認定する制度の創設が行われたほか、

令和 5 年 2 月には、職業紹介事業者の法令

違反の疑い等に係る特別相談窓口が神奈

川県労働局に設置されました。介護事業所

に対する当該制度の周知等に努めるとと

もに、いただいたご意見に対しましては、

機会を捉え国等に要望していきます。 

➂地域の相談

支援体制の 

充実 1 

8050 問題のみならず、今では 9060 問題

を抱えた家族が多数見受けられ、親の世代

が金銭的に苦しく、必要があっても施設入

居に至らないことがある。親の介護を受け

る権利を守るため、重層的な支援が必要に

なると思う。 

昨今の地域住民の生活課題は複合化・複

雑化し、その支援ニーズは多様化していま

す。そのような状況を踏まえ、本市では現

在、保健・医療・福祉をはじめとする多様

な主体が必要に応じて重なりながら支援を

行う「重層的な支援体制」の整備を進めて

います。 

④健康づくり

の推進 
1 

フレイルに関する記載に「薬剤性フレイ

ル」を追記してほしい。 

ご意見のとおり、多剤併用による薬剤性

フレイルに関する啓発も重要なフレイル予

防であると認識しております。そのため、

「薬剤師会との連携による薬剤性フレイル

予防などに引き続き取り組んでいきます」

との表記を追記しました。 
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５．用語解説 

 
【あ行】 

アウトリーチ 

従来の意味は、手を差し伸べるといった内

容。介護福祉の分野では、その専門機関等が

職権によって潜在的な利用希望者に手を差し

伸べ、利用を実現させるような取組のこと。 
 

ＩＣＴ 

情報通信技術のことで、Information and 

Communication Technology の略。 

 

ＥＰＡ 

  経済連携協定（EPA：Economic Partnership 

Agreement）は、特定の国や地域同士での貿易

や投資を促進するため、①「輸出入にかかる

関税」を撤廃・削減する。②「サービス業を

行う際の規制」を緩和・撤廃する。③「投資

環境の整備」を行う。④ビジネス環境の整備

を協議する、の各内容を約束する条約のこと。 

 

いきいきサポートセンター（地域包括支援センター） 

包括的支援事業を推進する福祉・介護の中

核的機関として、主任ケアマネジャー・社会

福祉士・保健師を配置し、高齢者の生活に身

近な日常生活圏域ごとに設置される。主な業

務は、要支援者や介護予防・日常生活支援総

合事業の事業対象者の介護予防ケアマネジメ

ントや、総合相談支援業務、権利擁護業務、

包括的・継続的ケアマネジメント支援業務な

ど。 
 

一般介護予防事業 

介護予防・日常生活支援総合事業の 1 つ。

主に第 1 号被保険者の方及びその支援のため

の活動に関わる方を対象とした事業で、たと

え要介護状態になっても、生きがい・役割を

もって生活できる地域の実現をめざしたもの。

「介護予防把握事業」「介護予防普及啓発事業」

「地域介護予防活動支援事業」「一般介護予防

事業評価事業」「地域リハビリテーション活動

支援事業」から構成される。 
 
 
 

インフォーマルな支援 

公的機関や専門職による制度に基づく支援

以外の支援のこと。近隣住民や地域社会、ボ

ランティアなどが提供する支援活動が該当す

る。 

 

ＡＣＰ 

アドバンス・ケア・プランニング（ACP：

Advance Care Planning）とは、患者本人と家

族が医療者や介護提供者などと一緒に、現在

の病気だけでなく、意思決定能力が低下する

場合に備えて、あらかじめ、終末期を含めた

今後の医療や介護について話し合うことや、

意思決定が出来なくなったときに備えて、本

人に代わって意思決定をする人を決めておく

プロセスのこと。 

 

オーラルフレイル 

オーラルフレイル（口腔機能低下症）とは、

お口の機能の低下（歯や歯肉、舌の動きの状

態の悪化）のことを言います。 

 具体的には、食べこぼしやわずかなむせ、

滑舌の悪さ、口腔内の乾燥などの症状が、生

じる場合があります。 

 

【か行】 

介護医療院 

「日常的な医学管理が必要な重介護者の受

入れ」や「看取り・ターミナル」等の機能と、

「生活施設」としての機能を兼ね備えた、平成

30年度から創設された新たな施設サービス。 
 

介護予防居宅療養管理指導 

介護予防のため、医師や歯科医師、薬剤師

などが家庭を訪問して、要支援者に対し医学

的な管理や指導を行うサービス。 
 

介護予防ケアマネジメント 

（第 1 号介護予防支援事業） 

介護予防・日常生活支援総合事業における

介護予防ケアマネジメントとは、要支援者及

び基本チェックリストの記入内容が事業対象



資料編 

225 

資
料
編 

者と判断できる者に対して、高齢者の自立支

援を目的として、その心身の状況、置かれて

いる環境その他の状況に応じて、その選択に

基づき、訪問型サービス（第 1 号訪問事業）、

通所型サービス（第 1 号通所事業）、その他の

生活支援サービス（第 1 号生活支援事業）の

ほか一般介護予防事業や市町村の独自施策､

市場において民間企業により提供される生活

支援サービスも含め、要支援者等の状況にあ

った適切なサービスが包括的かつ効率的に提

供されるよう必要な援助を行う事業。 
 

介護予防サービス 

要支援者が利用できるサービス。自立した

生活を継続していくための介護予防を目的と

したサービス。 
 

介護予防支援 

要支援者が介護予防・日常生活支援総合事

業と介護予防サービスを適正に利用できるよ

う、地域包括支援センターの職員等が個々の

身体状況に応じた介護予防プラン（介護予防

サービス計画）を作成するとともに、サービ

ス提供に関する事業者などとの調整を行う。 
 

介護予防住宅改修費の支給 

要支援者が、自宅の手すりの取付けや段差

解消など、介護保険の給付対象となる住宅改

修を行った際に、20 万円を上限額とする改修

費用の一部が介護予防住宅改修費として支給

されるもの。 
 

介護予防小規模多機能型居宅介護 

介護予防のため、要支援者が事業所への「通

い」を基本として、短期間の「泊まり」や自

宅への「訪問」等を組み合わせ、食事、入浴、

排泄等の介護や日常生活の支援のほか、機能

訓練などを受けるサービス。 
 

介護予防・生活支援サービス事業 

要支援者と事業対象者（基本チェックリス

ト該当者）が利用できるサービス。従来の介

護予防訪問介護と介護予防通所介護に加え、

住民主体の支援等を新たなサービスとするこ

とができる。なお、サービス類型は「訪問型

サービス」「通所型サービス」「その他の生活

支援サービス」の他に、「介護予防マネジメン

ト」から構成される。 
 

介護予防短期入所生活介護 

介護予防のため、要支援者が一定期間、特

別養護老人ホームなどに宿泊し、食事、入浴、

排泄等の介護や日常生活の支援のほか、機能

訓練などを受けるサービス。 
 

介護予防短期入所療養介護 

介護予防のため、要支援者が一定期間、介

護老人保健施設や病院等に宿泊し、看護や医

学的管理下の介護・機能訓練、その他必要な

医療を受けるサービス。 
 

介護予防通所介護 

介護予防のため、要支援者がデイサービス

センターに通い、食事、入浴、排泄などの介

護や日常生活の支援のほか、レクリエーショ

ンなどを通じて日常の訓練を受けるサービス。 

2015 年（平成 27 年）の介護保険法の改正

に伴い、2018 年（平成 30 年）3 月末をもって

介護予防・生活支援サービス事業へ移行され

た。 
 

介護予防通所リハビリテーション 

介護予防のため、要支援者が介護老人保健

施設や病院等に通い、専門家のもとで必要な

リハビリテーションを受けるサービス。 
 

介護予防特定施設入居者生活介護 

介護予防のため、要支援者が有料老人ホー

ムに入居し、食事、入浴、排泄などの介護や

日常生活の支援などを受けるサービス。 
 

介護予防・日常生活支援総合事業 

介護予防・日常生活支援総合事業は、市町

村が中心となって、地域の実情に応じて、住

民等の多様な主体が参画し、多様なサービス

を充実することで、地域の支え合い体制づく

りを推進し、要支援者等の方に対する効果的

かつ効率的な支援等を可能とすることをめざ

すことを目的としている事業のことで、「介護

予防・生活支援サービス事業」と「一般介護

予防事業」から構成される。 
 

介護予防認知症対応型共同生活介護 

介護予防のため、認知症状があると診断さ

れた要支援者（要支援 2 のみ）が共同生活を

送りながら食事、入浴、排泄などの介護や日

常生活の支援のほか、機能訓練などを受ける

サービス。  
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介護予防認知症対応型通所介護 

介護予防のため、認知症状があると診断さ

れた要支援者がデイサービスセンターに通い、

食事、入浴、排泄などの介護や日常生活の支

援のほか、レクリエーションなどを通じて日

常の訓練を受けるサービス。 
 

介護予防福祉用具貸与 

介護予防のため、生活機能の維持又は改善

を図ることを目的に歩行補助杖などの福祉用

具を要支援者に貸与するサービス。原則とし

て車いすやベッドについては利用できない。 
 

介護予防訪問介護 

介護予防のため、訪問介護員等が家庭を訪

問して、要支援者に対し、食事、入浴、排泄

などの介護や日常生活の支援を行うサービス。 

2015 年（平成 27 年）の介護保険法の改正

に伴い、2018 年（平成 30 年）3 月末をもって

介護予防・生活支援サービス事業へ移行され

た。 
 

介護予防訪問看護 

介護予防のため、医師の指示に基づき、看

護師や保健師などが家を訪問して、主治医と

連絡をとりながら、要支援者に対し療養上の

支援を行うサービス。 
 

介護予防訪問入浴介護 

介護予防のため、移動入浴車などで家庭を

訪問し、要支援者に対し入浴の介助を行うサ

ービス。 
 

介護予防訪問リハビリテーション 

介護予防のため、医師の指示に基づき、理

学療法士や作業療法士などが、要支援者の家

庭を訪問して、必要なリハビリテーションを

行うサービス。 
 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

常時介護を必要とし、居宅で介護すること

が困難な方（原則は要介護 3～5）が入所する

施設サービス。食事、入浴、排泄などの介護

や日常生活の支援のほか、機能訓練などを受

ける。 
 
 
 
 
 

介護老人保健施設 

要介護者の病状が安定期にあり、入院治療

は必要ではないが、看護や医学的管理下の介

護・機能訓練、その他医療が必要な場合に入

所する施設サービス。医療機関から家庭に戻

って自立した生活ができるようにするための

通過型施設。 
 

介護ロボット 

ロボット技術が応用され利用者の自立支援

や介護者の負担の軽減に役立つ介護機器を介

護ロボットと呼んでいる。（ロボットとは、情

報を感知（センサー系）、判断し（知能・制御

系）、動作する（駆動系）の 3 つの要素技術を

有する、知能化した機械システムをさす。） 
 

看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス） 

医療ニーズの高い要介護者に対して、事業

所への「通い」を中心として、短期間の「泊

まり」や自宅への「訪問」を組み合わせ、食

事、入浴、排泄などの介護や日常生活の支援

と一体的に訪問看護などを受けるサービス。 
 

協議体 

市町村が主体となり、各地域における生活

支援コーディネーターと生活支援等の提供主

体等が参画し、定期的な情報共有及び連携強

化の場として、中核となるネットワーク。 

生活支援等の基盤整備に向けて、多様な主

体の参画が求められることから、市町村が主

体となって、「定期的な情報の共有・連携強化

の場」として設置することにより、多様な主

体間の情報共有及び連携・協働による資源開

発等を推進することを目的とする。 
 

居宅介護支援 

要介護者が居宅介護サービスを利用する際

に、ケアマネジャーが個々の身体状況に応じ

たケアプラン（居宅サービス計画）を作成す

るとともに、サービス提供に関する事業者な

どとの調整を行う。 
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共生型サービス 

高齢者と障がい者（児）が同一の事業所で

サービスを受けやすくするため、障がい福祉

事業所等であれば、介護保険事業所の指定が

取りやすくなる特例措置を設けるもの。 

対象サービスは、ホームヘルプサービス、

デイサービス、ショートステイ等。 

平成30年度から創設された新たなサービス。 

 

住宅改修費の支給 

要介護者が、自宅の手すりの取付けや段差

解消など、介護保険の給付対象となる住宅改

修を行った際に、20 万円を上限額とする改修

費用の一部が居宅介護住宅改修費として支給

されるもの。 
 

居宅療養管理指導 

医師や歯科医師、薬剤師などが家庭を訪問

して、要介護者に対し医学的な管理や指導を

行うサービス。 
 

ケアマネジャー（介護支援専門員） 

利用者の自立支援に向けて、利用者の身体

状況などに応じたケアプラン（居宅サービス

計画）等を作成するともに、居宅サービスの

提供が確保されるようサービス提供事業者と

の連絡調整等を行う。また、ケアマネジャー

の資質を向上するため、5 年ごとの資格の更

新や研修制度がある。 
 

軽度認知障がい（MCI） 

軽 度 認 知 障 が い （ Mild Cognitive 

Impairment：MCI）とは、物忘れが主たる症状

だが、日常生活への影響はほとんどなく、認

知症とは診断できない状態のこと。記憶力に

障害があって物忘れの自覚があるが、記憶力

の低下以外に明らかな認知機能の障害がみら

れず、日常生活への影響はないかあっても軽

度のものである場合をいう。しかし、軽度認

知障害の人は年間で 10～15％が認知症に移

行するとされており、認知症の前段階と考え

られている。 
 

健康寿命 

健康上の問題で日常生活が制限されること

なく生活できる期間の平均。 

 

健康と文化の森 

健康と文化の森は、日常生活圏域「遠藤地

区」内にある都市拠点の一つ。慶應義塾大学

湘南藤沢キャンパス（SFC）の持つ情報・環境・

医療分野等の技術集積や学術・研究機能を核

に、産学公連携による新産業育成や国際交流

の拠点として一層の機能強化が図られている。 
 

高額医療合算介護サービス費 

1 世帯の年間（8 月から翌年 7 月まで）の介

護保険の利用者負担額と医療保険の利用者負

担額の合計が一定の限度額を超えた場合に、

その超過分の額が支給されるもの。 
 

高額介護サービス費 

利用者が 1 ヵ月に支払った介護保険の利用

者負担額が、所得に応じた上限額を超えた場

合に、その超過分の額が支給されるもの。 
 

高齢化率 

総人口に占める65歳以上人口の割合のこと。 
 

コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ） 

生活が困難な家庭や家族など、支援を必要

としている人（個別支援）や地域に対しての

援助（地域支援）を通して、地域と人とを結

び付けたり、あるいは生活支援や公的支援制

度の活用を調整するための「コミュニティ・

ソーシャルワーク」を実践する専門職のこと。 
 

コグニサイズ 

国立長寿医療研究センターが開発した運動

と認知課題（計算、しりとりなど）を組み合

わせた、認知症予防を目的とした取組の総称

を表した造語。英語の cognition (認知)と

exercise (運動)を組み合わせて cognicise

（コグニサイズ）と言う。 

 

【さ行】 

サービス付き高齢者向け住宅 

高齢者の居住の安定を確保することを目的

として、バリアフリー構造等を有し、介護・

医療と連携し高齢者を支援するサービス付き

住宅。 
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社会福祉協議会 

社会福祉法に基づき、地域の福祉推進、向

上を目的として、住民と福祉関係機関・団体

により構成された公共性・公益性の高い民間

福祉団体。 
 

住宅セーフティネット法 

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給

の促進に関する法律のことで、民間の空き

家 ・空き室を活用して、高齢者、低額所得者、

子育て世帯等の住宅確保要配慮者の入居を拒

まない賃貸住宅の登録制度を創設するなど、

住宅セーフティネット機能を強化するための

法律。 
 

小規模多機能型居宅介護 

事業所への「通い」を基本として、短期間

の「泊まり」や自宅への「訪問」を組み合わ

せ、要介護者が食事、入浴、排泄などの介護

や日常生活の支援のほか、機能訓練などを受

けるサービス。 
 

シルバーハウジング 

ひとり暮らし高齢者や高齢者夫婦世帯等を

入居対象とする集合住宅。10～30 世帯に 1 人

の生活援助員（ライフサポートアドバイザー）

が配置され、高齢者向けの設備・構造を有し、

緊急通報装置が組み込まれている。生活援助

員は、相談、生活指導、一時的な家事援助等

のサービスを行う。 
 

指定管理 

多様化する市民ニーズにより効果的、効率

的に対応するため、公の施設の管理に民間の

ノウハウを活用しながら、市民サービスの向

上と経費の節減を図ることを目的に、地方自

治法改正により創設。 
   

住所地特例 

介護保険施設等に入所することにより、当

該施設所在地に市町村を越えて住所を変更し

た場合に、保険者を変更することなく、引き

続き、従前の住所地の被保険者とする特例制

度。 
 
 

生活支援コーディネーター 

介護保険制度改正に基づき、生活支援等サ

ービスの充実に向けて、ボランティア等の生

活支援の担い手の養成・発掘等の地域資源開

発、ネットワーク構築、ニーズと取組のマッ

チングのコーディネート機能を担う。 
 

成年後見制度 

判断能力が十分でないため、契約などの法

律行為における意思決定が難しい成年者（認

知症や知的障がいのある人など）を支援する

制度。必要に応じて、代理権や同意権などを

行使する後見人などが、当事者の権利を守る

ために各種手続きや財産管理などを行う。 

 

【た行】 

ダブルケア 

育児期にある者（世帯）が親の介護も同時

に引き受けるという、「育児」と「介護」の双

方を行う状態のこと。 
 

団塊の世代 

1947 年（昭和 22 年）から 1949 年（昭和 24

年）までの 3 年間に出生した世代。 
 

短期入所生活介護 

要介護者が一定期間、特別養護老人ホーム

等に宿泊し、食事、入浴、排泄などの介護や

日常生活の支援のほか、機能訓練などを受け

るサービス。 
 

短期入所療養介護 

要介護者が一定期間、介護老人保健施設や

病院などに宿泊し、看護や医学的管理下の介

護・機能訓練、その他必要な医療を受けるサ

ービス。 
 

地域共生社会 

制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」

「受け手」という関係を超えて、地域住民や

地域の多様な主体が「我が事」として参画し、

人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸

ごと」つながることで、住民一人ひとりの暮

らしを豊かにする生きがいのある地域を共に

創っていく社会のこと。 
 

地域ケア会議 

地域の支援者を含めた多職種による専門的

視点を交え、ケアマネジャーのケアマネジメ

ント支援を通じて、適切な支援につながって
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いない高齢者の支援を行うとともに、個別ケ

ースの課題分析等を通じて地域課題を発見し、

地域に必要な資源開発や地域づくり、更には

介護保険事業計画への反映などの政策形成に

つなげることをめざすもの。2015 年（平成 27

年）の介護保険法改正で、介護保険法に地域

ケア会議の設置規定が設けられた。 
 

地域支援事業 

「介護予防・日常生活支援総合事業（平成

26 年度までは「介護予防事業」）」「包括的支

援事業」「任意事業」の 3 つから構成される事

業。 

2006 年（平成 18 年）の介護保険法の改正

に伴い、住み慣れた地域で自立した生活を続

けるための支援を総合的に受けるための事業

として創設された。 
 

地域福祉計画 

社会福祉法第 107 条第 1 項第 1 号から 5 号

に基づき、市町村が、地域福祉の推進に関す

る事項として、「地域における高齢者の福祉、

障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関

し、共通して取り組むべき事項」「地域におけ

る福祉サービスの適切な利用の推進に関する

事項」「地域における社会福祉を目的とする事

業の健全な発達に関する事項」「地域福祉に関

する活動への住民の参加の促進に関する事項」

「各種事業の実施にあたっての事業に関する

事項」を一体的に定める計画のこと。 
 

地域包括ケアシステム 

住み慣れた地域で、安心した生活が送れる

よう、利用者のニーズに応じて、介護、医療、

予防、生活支援、住まい等に係るサービスを、

一体的に提供できる体制のこと。 
 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

要介護者が定員 29 人以下の特別養護老人

ホームに入所し、食事、入浴、排泄などの介

護や日常生活の支援のほか、機能訓練などを

受けるサービス。 
 

地域密着型サービス 

要支援・要介護者が、住み慣れた地域で生

活が続けられるよう、日常生活圏域を基本と

して提供されるサービスで、利用は原則とし

て当該市町村の居住者に限定される。市町村

が事業者の指定や指導・監督を行う。 
 

地域密着型通所介護 

通所介護のうち、利用定員 18 名以下の小規

模な通所介護で、要介護者がデイサービスセ

ンターに通い、食事、入浴、排泄などの介護

や日常生活の支援のほか、日常の訓練を受け

るサービス。2016 年（平成 28 年）4 月から地

域密着型サービスに位置づけられている。 
 

地域密着型特定施設入居者生活介護 

要介護者が入居定員 29 人以下の有料老人

ホームその他省令で定める施設（介護専用型

特定施設）に入居し、食事、入浴、排泄など

の介護や日常生活の支援を受けるサービス。 
 

地区社会福祉協議会 

本市の地区社会福祉協議会は、14 地区ごと

の地域福祉を進めるための住民組織。主な事

業として、それぞれの地域の実情にあわせた

敬老事業、地域交流事業、福祉啓発事業等の

福祉活動を展開している。 
 

地区福祉窓口 

本市の市民センター及び村岡公民館に設置

され、福祉・保健の相談を受け、状況に応じ

た各種制度の利用案内や情報提供を行うとと

もに、福祉・保健に関する各種申請受付、サ

ービス提供の連絡調整等を行う窓口。 
 

超高齢社会 

超高齢社会とは、65 歳以上の人口の割合が

全人口の 21％を占めている社会のこと。 
 

通所介護 

要介護者がデイサービスセンターに通い、

食事、入浴、排泄などの介護や日常生活の支

援のほか、日常の訓練を受けるサービス。 
 

通所リハビリテーション 

要介護者が介護老人保健施設や病院などに

通い、専門家のもとで必要なリハビリテーシ

ョンを受けるサービス。 
 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

重度の要介護高齢者の在宅生活を支えるた

め、日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看

護を一体的又は連携しながら、定期巡回訪問

と随時の対応を行うサービス。 
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デジタルトランスフォーメーションの略語。

本来の英語表記は（Digital Transformation）

だが、「Trans」の「～を横断する」という意

味から、同義語の「Cross」を略す「X」が略

称として用いられ、「DX」として一般的に普及

している。デジタル技術を駆使して私たちの

日常や仕事、社会の在り方を変えるプロセス

全般を表す。これにより、生活がより便利で

効率的になり、新しいサービスや機会が生ま

れるとされる。例えば、スマートフォンやオ

ンラインサービスの普及などがその一環で、

私たちの生活や社会をデジタルで前進させ、

進化させる重要な概念となっている。 
 

特定介護予防福祉用具販売 

介護予防のため、要支援者が入浴や排泄等

の用に供する福祉用具を特定介護予防福祉用

具販売事業者より購入した際に、同一年度内

において 10 万円を上限額とする購入費用の

一部が介護予防福祉用具購入費として支給さ

れるもの。 
 

特定施設入居者生活介護 

要介護者が有料老人ホーム等に入居し、食

事、入浴、排泄などの介護や日常生活の支援

を受けるサービス。 

 

特定入所者介護サービス費 

低所得者に対し、施設サービス（地域密着

型介護老人福祉施設を含む）や短期入所サー

ビスを利用した際にかかる食費、居住費（滞

在費）の負担を軽減するよう支給されるもの。

食費、居住費（滞在費）は原則として自己負

担となっている。 
 

特定福祉用具販売 

要介護者が入浴や排泄等の用に供する福祉

用具を特定福祉用具販売事業者より購入した

際に、同一年度内において 10 万円を上限額と

する購入費用の一部が福祉用具購入費として

支給されるもの。 

 

【な行】 

日常生活圏域 

総合相談の実施、介護予防の推進、包括的・

継続的ケアの支援を担う中核機関としての地

域包括支援センターの設置や地域密着型サー

ビスの整備を進める際の単位。高齢者が住み

慣れた地域で安心して暮らせるよう、人口、

自治会の区域、生活形態、地域活動などを考

慮し、各市町村が設定する。本市では、行政

区域である 13 地区を設定している。 
 

任意事業 

地域支援事業の１つ。介護保険法の趣旨に

沿って市町村が独自に取り組む事業（介護給

付適正化事業、家族介護支援事業など）。地域

の高齢者が安心して生活できるよう、介護保

険事業の安定化を図るとともに、介護者に対

し、地域の実情に応じた必要な支援を行う。 
 

認知症高齢者の日常生活自立度 

認知症の程度を踏まえた日常生活自立度の

レベルを表すもの。医師により認知症状があ

ると診断された高齢者の日常生活自立度を専

門職が客観的かつ短時間に判断するための判

定基準。 
 

認知症施策推進大綱 

認知症施策推進大綱とは、認知症施策推進

関係閣僚会議において、令和元年 6 月 18 日

にとりまとめられた。 

認知症になっても住み慣れた地域で自分ら

しく暮らし続けられる「共生」をめざし、「認

知症バリアフリー」の取組を進めていくとと

もに、「共生」の基盤の下、通いの場の拡大な

ど「予防」の取組を政府一丸となって進めて

いくとしている。 

大綱のポイントは「共生」と「予防」。「共生」

では、当事者の発信機会を増やす、鉄道やバス

など公共交通機関に認知症対策の作成・報告

を義務付ける、成年後見制度の機関を市区町

村に設置するなどの施策が挙げられている。

「予防」については、新たに「認知症になるの

を遅らせる」、「進行を緩やかにする」と定義さ

れ、発症や進行の仕組みを解明するため科学

的な証拠を収集、公民館などの通いの場を拡

充し、現在4.9％の高齢者参加率を 8％程度に

増やすという目標が掲げられている。 

大綱では、「1．普及啓発・本人発信支援」、

「2．予防」、「3．医療・ケア・介護サービス・

介護者への支援」、「4．認知症バリアフリーの

推進・若年性認知症の人への支援・社会参加
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支援」、「5．研究開発・産業促進・国際展開」

の 5 つの柱に沿って施策を推進するとしてお

り、対象期間は団塊の世代が 75 歳以上とな

る 2025（令和 7）年までとし、策定後 3 年を

目途に、施策の進捗が確認されることになっ

ている。 
 

認知症対応型共同生活介護 

認知症状があると診断された要介護者が共

同生活を送りながら食事、入浴、排泄などの

介護や日常生活の支援のほか、機能訓練など

を受けるサービス。 
 

認知症対応型通所介護 

認知症状があると診断された要介護者がデ

イサービスセンターに通い、食事、入浴、排

泄等の介護や日常生活の支援のほか、機能訓

練などを受けるサービス。 

 

【は行】 

８０５０問題 

80 歳代の親と 50 歳代の無業のひきこもり者

が同一世帯で生活していることを言う。 
 

バリアフリー 

生活・行動の妨げとなる障壁（バリア）と

なるものを取り除くことで、ハードのバリア

フリーとソフトのバリアフリーがある。 

ハードのバリアフリーでは、車いすで通行

可能な道路や廊下の幅の確保、段差の解消、

手すり・点字の案内板の設置など、公共の建

築物や道路、個人の住宅などにおける物理的

な障壁を取り除くこと。 

ソフトのバリアフリーでは、差別的・固定

的なイメージなど、意識のうえでの障壁を取

り除くこと。 
 

ＰＤＣＡサイクル 

計画を設定し（Plan）、実行し（Do）、検証

及び評価（Check）を行うとともに、課題の改

善を次の計画に生かして実行する（Action）

という工程を継続的に繰り返す仕組みのこと。 
 

避難行動要支援者 

高齢者や障がいのある人など、災害が発生

した場合にひとりで避難することが困難であ

り、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るた

め、特に支援を要する人。 
 

フォーマルサービス 

公的機関や専門職による制度に基づくサー

ビスや支援のこと。具体的には、介護保険（介

護予防）サービス、介護保険外の行政サービ

ス、医療・保健サービス、地域包括支援セン

ターや社会福祉協議会の支援、非営利団体

（NPO）などの制度に基づくサービスなどが挙

げられる。 
 

フレイル 

フレイルとは、年をとって心身の活力（筋

力、認知機能、社会とのつながりなど）が低

下した状態をいいます。多くの人が健康な状

態からフレイルの段階を経て、要介護状態に

おちいると考えられています。フレイルには、

栄養、（食・口腔機能）・運動・社会参加とい

う 3 つの要素がある。 
 

福祉避難所 

福祉避難所とは、高齢者や、障害者その他

の特別な配慮を必要とする要配慮者を受け入

れるための設備、器材、人材を備えた避難所

施設のこと。福祉避難所は、災害時に必要に

応じて開設する二次避難所となる。福祉避難

所は、平常時には入所・通所施設として運営

されており、災害時には、各施設の安全確保

や職員の配置等の確認を行った上で、施設の

空きスペース等を利用して開設する必要があ

るため、災害発生から概ね 3 日程度経過後の

開設を想定している。 
 

福祉用具貸与 

可能な限り居宅において、自立した日常生

活を送ることを助けるとともに、介護者の負

担を軽減するために車いすやベッドなどの福

祉用具を要介護者に貸与するサービス。 
 

包括的支援事業 

地域支援事業の１つ。地域住民の保健医療

の向上及び福祉の増進を包括的に支援する中

核機関として設置する地域包括支援センター

で実施する。保健・医療・社会福祉・地域等

と連携し、総合相談、権利擁護、地域におけ

る自立した生活をめざす包括的・継続的支援

を一体的に行うことが位置づけられている。

2015 年（平成 27 年）の介護保険法の改正で
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は、新たに事業の効果的な実施のための地域

ケア会議が制度化され、在宅医療・介護連携

の推進、認知症施策の推進、生活支援体制整

備の各事業が位置づけられた。 
 

訪問介護 

訪問介護員などが家庭を訪問して、要介護

者に対し食事、入浴、排泄などの介護や日常

生活の支援を行うサービス。身体介護（利用

者の身体に直接接触して行うサービス等）と

生活援助（掃除・洗濯・調理などの日常生活

の援助等）がある。 
 

訪問看護 

医師の指示に基づき、看護師や保健師など

が家庭を訪問して、主治医と連絡をとりなが

ら、要介護者に対し療養上の支援を行うサー

ビス。 
 

訪問入浴介護 

移動入浴車などで家庭を訪問し、ねたきり

などで、普通の浴槽では入浴が困難な要介護

者に対し入浴の介助を行うサービス。 
 

訪問リハビリテーション 

医師の指示に基づき、理学療法士や作業療

法士などが、要介護者の家庭を訪問して、必

要なリハビリテーションを行うサービス。 

 

【や行】 

夜間対応型訪問介護 

要介護者に対し、夜間の定期的な巡回訪問、

又は、通報を受けて訪問介護員等が家庭を訪

問し、食事、入浴、排泄などの介護や日常生

活の支援を行うサービス。 

 

薬剤性フレイル 

薬物の副作用や相互作用によって引き起こ

される、高齢者に見られる身体的な衰弱状態

のこと。特に高齢者が複数の薬を同時に使用

する場合、その影響で体力や機能が低下し、

健康リスクの増加が懸念されることから、早

期発見と管理のため、医師との適切なコミュ

ニケーションが必要である。 

 

ヤングケアラー 

家族にケアを要する人がいる場合に、大人

が担うようなケア責任を引き受け、家事や家

庭の世話、介護、感情面のサポートなどを行

っている、18 歳未満の子どものこと。 
 

有料老人ホーム 

高齢者を対象に、食事、入浴、排泄等の介

護や日常生活の支援を行う施設。設置者でな

い外部の事業者が委託を受けてサービスを提

供している施設も対象に含まれる。 
 

養護老人ホーム 

心身機能の減退等のために日常生活に支障

のある、また、経済的な理由により自宅で生

活することが困難な高齢者が入所する福祉施

設。この施設への入所は、市町村による措置

の決定に基づいて行われる。 

 

【ら行】 

ロコモティブシンドローム 

「運動器の障害のために移動機能の低下を

きたした状態 」のことを表し、2007 年（平成

19 年）に日本整形外科学会によって新しく提

唱された概念。 
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